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議案第６５号  

市議会の議員及び市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営

に関する条例等の一部を改正する条例の制定について  

市議会の議員及び市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関

する条例等の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和４年８月３０日提出  

上尾市長   畠  山   稔  

市議会の議員及び市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営

に関する条例等の一部を改正する条例  

 （市議会の議員及び市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に

関する条例の一部改正）  

第１条  市議会の議員及び市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公

営に関する条例（平成５年上尾市条例第５号）の一部を次のように改正す

る。  

第４条第２号ア中「１５，８００円」を「１６，１００円」に改め、同

号イ中「７，５６０円」を「７，７００円」に改める。  

 （市議会の議員及び市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営

に関する条例の一部改正）  

第２条  市議会の議員及び市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の

公営に関する条例（平成５年上尾市条例第６号）の一部を次のように改正

する。  

第４条中「５２５円６銭」を「５４１円３１銭」に、「３１０，５００

円」を「３１６，２５０円」に改める。  

 （市議会の議員及び市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関

する条例の一部改正）  

第３条  市議会の議員及び市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営

に関する条例（平成１９年上尾市条例第２６号）の一部を次のように改正

する。  

第４条及び第５条中「７円５１銭」を「７円７３銭」に改める。  

附  則  

 （施行期日）  
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１  この条例は、公布の日から施行する。  

 （適用区分）  

２  第１条の規定による改正後の市議会の議員及び市長の選挙における選挙

運動用自動車の使用の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日以

後その期日を告示される市議会の議員又は市長の選挙から適用する。  

３  第２条の規定による改正後の市議会の議員及び市長の選挙における選挙

運動用ポスターの作成の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日

以後その期日を告示される市議会の議員又は市長の選挙から適用する。  

４  第３条の規定による改正後の市議会の議員及び市長の選挙における選挙

運動用ビラの作成の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後

その期日を告示される市議会の議員又は市長の選挙から適用する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

公職選挙法施行令の一部改正を踏まえ、市議会の議員及び市長の選挙に

おける選挙運動用自動車の使用並びに選挙運動用ポスター及び選挙運動用

ビラの作成に要する費用について、それぞれ市が負担する額の限度額を引

き上げたいので、この案を提出する。  
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議案第６６号  

上尾市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて  

上尾市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。  

  令和４年８月３０日提出  

上尾市長   畠  山   稔  

上尾市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例  

 上尾市職員の育児休業等に関する条例（平成４年上尾市条例第１９号）の

一部を次のように改正する。  

 第２条第４号を次のように改める。  

 (4) 非常勤職員であって、次のいずれかに該当するもの以外の非常勤職員  

 ア  次のいずれにも該当する非常勤職員  

  (ｱ ) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。

以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達日」

という。）（当該子の出生の日から第３条の２に規定する期間内に

育児休業をしようとする場合にあっては当該期間の末日から６月を

経過する日、第２条の４の規定に該当する場合にあっては当該子が

２歳に達する日）までに、その任期（任期が更新される場合にあっ

ては、更新後のもの）が満了すること及び引き続いて任命権者を同

じくする職（以下「特定職」という。）に採用されないことが明ら

かでない非常勤職員  

  (ｲ ) 勤務日の日数を考慮して市規則で定める非常勤職員  

 イ  次のいずれかに該当する非常勤職員  

  (ｱ ) その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２号に掲げる場合

に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到

達日後である場合にあっては、当該末日とされた日。以下 (ｱ )におい

て同じ。）において育児休業をしている非常勤職員であって、同条

第３号に掲げる場合に該当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの  
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  (ｲ ) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしてい

る非常勤職員であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満了

後引き続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児休業に係る

子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育

児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの  

第２条の３第３号を次のように改める。  

 (3) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次に

掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの号に掲げる

場合に該当して育児休業をしている場合であって第３条第７号に掲げる

事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に該当する場合、市規則で

定める特別の事情がある場合にあってはウに掲げる場合に該当する場合）  

当該子の１歳６か月到達日  

 ア  当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲

げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号

に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日

と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、その

いずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこれ

に相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当

該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合  

 イ  当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とさ

れた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日）において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶

者が当該子の１歳到達日（当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに

相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）

において地方等育児休業をしている場合  

 ウ  当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的
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な勤務のために特に必要と認められる場合として市規則で定める場合

に該当する場合  

 エ  当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とさ

れた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日）後の期間においてこの号に掲げる場合に該当して育児休業を

したことがない場合  

第２条の４各号列記以外の部分を次のように改める。  

育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月から２歳に

達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場合のいずれ

にも該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児休業をし

ている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは第２号及び

第３号に掲げる場合に該当する場合、市規則で定める特別の事情がある場

合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合）とする。  

第２条の４中第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同条に第１号と

して次の１号を加える。  

 (1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤職員

の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当して

地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末

日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業

をしようとする場合  

 第２条の４に次の１号を加える。  

 (4) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日後の期

間においてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合  

第２条の５を削る。  

第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、同条

第８号中「その任期」を「任期を定めて採用された職員であって、当該任期」

に、「非常勤職員」を「もの」に、「育児休業に係る子について、当該任期

が」を「任期を」に、「満了後に特定職に引き続き」を「満了後引き続いて

特定職に」に、「当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日」を

「当該育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該
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採用の日」に改め、同号を同条第７号とし、同条の次に次の１条を加える。  

 （育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として

条例で定める期間）  

第３条の２  育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基

準として条例で定める期間は、５７日間とする。  

第８条第６号中「育児休業等計画書」を「育児短時間勤務計画書」に改め

る。  

第１５条中第１号を削り、第２号を第１号とし、同条第３号中「勤務日及

び」を「勤務日の日数及び」に改め、同号を同条第２号とする。  

第１６条第３項中「当該非常勤職員が」の次に「勤務時間条例第１４条第

２項第７号の規定による特別休暇若しくは」を加え、「による育児時間又は」

を「による育児時間に相当する時間（以下この項においてこれらを「育児時

間」という。）又は勤務時間条例第１５条の２の規定による介護時間若しく

は」に改め、「による介護をするための時間」の次に「に相当する時間」を、

「以下」の次に「この項においてこれらを」を加える。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和４年１０月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例の施行前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例

による改正前の上尾市職員の育児休業等に関する条例第３条（第５号に係

る部分に限る。）及び第８条（第６号に係る部分に限る。）の規定の適用

については、なお従前の例による。  

 （上尾市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正）  

３  上尾市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年上尾市条

例第１５号）の一部を次のように改正する。  

  第１４条第２項第６号の３中「出産の日後」を「出産の日以後」に改め

る。  
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提案理由  

人事院規則の一部改正を踏まえ、非常勤職員の育児休業の取得要件を緩

和するほか、所要の改正を行いたいので、この案を提出する。  

  

-7-



議案第６７号  

   上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定

について  

 上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。  

  令和４年８月３０日提出  

上尾市長   畠  山   稔      

   上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例の一部を改正する条例  

 上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例（平成１２年上尾市条例第２５号）

の一部を次のように改正する。  

 別表第２の３９の項中「第８５条第５項」を「第８５条第６項」に改め、

同表４０の項中「第８５条第６項」を「第８５条第７項」に改め、同表５３

の項中「第８７条の３第５項」を「第８７条の３第６項」に改め、同表５４

の項中「第８７条の３第６項」を「第８７条の３第７項」に改める。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

建築基準法の一部改正に伴い、所要の改正を行いたいので、この案を提

出する。  

-8-



議案第６８号  

   上尾市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料徴収条例の

一部を改正する条例の制定について  

 上尾市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料徴収条例の一部

を改正する条例を次のように定める。  

  令和４年８月３０日提出  

上尾市長   畠  山   稔      

   上尾市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料徴収条例の

一部を改正する条例  

 上尾市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料徴収条例（平成

２１年上尾市条例第２０号）の一部を次のように改正する。  

 別表１の項事務の種類の欄中「第５項」を「第７項」に改め、「同じ。）」

の次に「又は長期優良住宅維持保全計画（同条第６項に規定する長期優良住

宅維持保全計画をいう。以下同じ。）」を加え、同項手数料の名称の欄中

「長期優良住宅建築等計画認定申請手数料」を「長期優良住宅建築等計画等

認定申請手数料」に改め、同項手数料の金額の欄第１号アに次のように加え

る。  

  (ｳ ) 建築を伴わない場合  １万３，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第１号イ (ｱ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ２万５，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第１号イ (ｲ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ４万２，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第１号イ (ｳ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ７万８，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第１号イ (ｴ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  １１万８，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第１号イ (ｵ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  １７万３，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第１号イ (ｶ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ３０万円  

 別表１の項手数料の金額の欄第１号イ (ｷ )に次のように加える。  
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   ｃ  建築を伴わない場合  ３８万６，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第１号イ (ｸ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ４５万１，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第２号アに次のように加える。  

  (ｳ ) 建築を伴わない場合  ８万５，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第２号イ (ｱ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  １９万４，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第２号イ (ｲ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ３０万６，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第２号イ (ｳ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ５９万９，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第２号イ (ｴ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  １０６万８，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第２号イ (ｵ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  １８３万２，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第２号イ (ｶ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ３３８万４，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第２号イ (ｷ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ４８３万２，０００円  

 別表１の項手数料の金額の欄第２号イ (ｸ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ５９１万９，０００円  

別表３の項事務の種類の欄中「長期優良住宅建築等計画」の次に「又は長

期優良住宅維持保全計画」を加え、同項手数料の名称の欄中「長期優良住宅

建築等計画変更認定申請手数料」を「長期優良住宅建築等計画等変更認定申

請手数料」に改め、同項手数料の金額の欄第１号アに次のように加える。  

  (ｳ ) 建築を伴わない場合  ６，５００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第１号イ (ｱ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  １万２，５００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第１号イ (ｲ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ２万１，０００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第１号イ (ｳ )に次のように加える。  
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   ｃ  建築を伴わない場合  ３万９，０００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第１号イ (ｴ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ５万９，０００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第１号イ (ｵ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ８万６，５００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第１号イ (ｶ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  １５万円  

 別表３の項手数料の金額の欄第１号イ (ｷ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  １９万３，０００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第１号イ (ｸ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ２２万５，５００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第２号アに次のように加える。  

  (ｳ ) 建築を伴わない場合  ４万２，５００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第２号イ (ｱ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ９万７，０００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第２号イ (ｲ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  １５万３，０００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第２号イ (ｳ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ２９万９，５００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第２号イ (ｴ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ５３万４，０００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第２号イ (ｵ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ９１万６，０００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第２号イ (ｶ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  １６９万２，０００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第２号イ (ｷ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ２４１万６，０００円  

 別表３の項手数料の金額の欄第２号イ (ｸ )に次のように加える。  

   ｃ  建築を伴わない場合  ２９５万９，５００円  

   附  則  

 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。  

-11-



提案理由  

長期優良住宅の普及の促進に関する法律の一部改正に伴い、長期優良住

宅維持保全計画の認定申請に係る手数料の額を追加したいので、この案を

提出する。  
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議案第６９号  

   工事請負契約の締結について  

 下記のとおり工事請負契約を締結することについて、議決を求める。  

  令和４年８月３０日提出  

上尾市長   畠  山   稔      

                 記  

１  契 約 の 目 的  ＵＤトラックス上尾スタジアム照明設備更新工事  

２  契 約 の 方 法  条件付一般競争入札  

３  契 約 の 金 額  ２３２，９８０，０００円  

４  契約の相手方  上尾市大字小敷谷４９９番地５  

          株式会社三進電気工事  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

ＵＤトラックス上尾スタジアム照明設備更新工事に関する工事請負契約

を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第２条の規定により、この案を提出する。  
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議案第７０号  

   財産の取得について  

 下記のとおり自動車を取得することについて、議決を求める。  

  令和４年８月３０日提出  

上尾市長   畠  山   稔      

                 記  

１  自動車の数量  消防ポンプ自動車  １台  

２  取 得 の 目 的  火災現場における消火活動に充てるため。  

３  取 得 の 方 法  条件付一般競争入札  

４  取 得 価 格  ４４，１５４，０００円  

５  契約の相手方  東京都千代田区外神田五丁目５番１１号  小西ビル１  

階   

長野ポンプ株式会社東京営業所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

消防ポンプ自動車を取得するため、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、この案を提出する。  
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議案第７１号  

   専決処分の承認を求めることについて  

 令和４年度上尾市一般会計補正予算（第７号）について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、その承認を求める。  

  令和４年８月３０日提出  

上尾市長   畠  山   稔      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

新型コロナウイルスの感染が急拡大したことに伴い、新型コロナウイル

ス対策事業及び自宅療養者支援事業を継続して実施するため、その経費を

計上した令和４年度上尾市一般会計補正予算（第７号）を緊急に編成する

必要が生じ、令和４年８月４日専決処分したので、地方自治法第１７９条

第３項の規定により、この案を提出する。   
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令
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度
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は
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定
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議案第７２号  

   上尾市と伊奈町における消防事務の委託に関する協議について  

 伊奈町から消防事務の委託を受けることに関し、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２５２条の１４第１項の規定により協議により別紙規約を

定めることについて、同条第３項において準用する同法第２５２条の２の２

第３項本文の規定により、議会の議決を求める。  

  令和４年８月３０日提出  

                  上尾市長   畠  山   稔  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

伊奈町から消防事務の委託を受けることに関し、地方自治法第２５２条

の１４第１項の規定により協議により別紙規約を定めたいので、同条第３

項において準用する同法第２５２条の２の２第３項本文の規定により、こ

の案を提出する。  
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別紙  

   上尾市と伊奈町における消防事務の委託に関する規約  

 （委託事務の範囲）  

第１条  伊奈町は、次に掲げる事務の管理及び執行を上尾市に委託する。  

 (1) 消防に関する事務（消防団に係るもの並びに消防水利施設の設置、維

持及び管理に関するものを除く。）  

 (2) 知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例（平成１１年埼玉県

条例第６１号）の規定により伊奈町が処理することとされた事務のうち

次に掲げるもの  

  ア  火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）に基づく事務  

  イ  高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）に基づく事務  

  ウ  液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４

２年法律第１４９号）に基づく事務  

 （管理及び執行の方法）  

第２条  前条の規定により上尾市に委託される事務（以下「委託事務」とい

う。）の管理及び執行については、上尾市の条例及び規則その他の規程（

以下「条例等」という。）の定めるところによるものとする。  

 （経費の負担）  

第３条  委託事務の管理及び執行に要する経費は、伊奈町の負担とし、これ

を上尾市に交付するものとする。  

２  前項の経費の額及び交付の時期は、上尾市長が伊奈町長と協議して定め

る。  

 （予算）  

第４条  上尾市長は、委託事務の管理及び執行に係る収入及び支出を上尾市

一般会計歳入歳出予算に計上するものとする。  

 （収入の帰属）  

第５条  委託事務の管理及び執行に伴い徴収する手数料その他の収入（地方

債を除く。）は、全て上尾市の収入とする。  

 （予算の残額）  

第６条  上尾市長は、各年度において、委託事務の管理及び執行に係る予算

に残額がある場合においては、これを当該年度の出納の閉鎖までに伊奈町
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長に返還するものとする。  

 （決算の場合の措置）  

第７条  上尾市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第

６項の規定により、決算の要領を公表したときは、当該決算の委託事務に

関する部分を伊奈町長に通知するものとする。  

 （連絡会議）  

第８条  上尾市長及び伊奈町長は、委託事務の管理及び執行について連絡調

整を図るため、年１回以上定期に連絡会議を開くものとする。ただし、上

尾市長又は伊奈町長が必要と認めるときは、臨時に連絡会議を開くことが

できる。  

 （条例等の制定改廃の場合の措置）  

第９条  上尾市は、委託事務の管理及び執行について適用される条例等を制

定し、又は改廃しようとする場合においては、あらかじめ、当該条例等の

案を伊奈町に通知しなければならない。  

２  上尾市は、委託事務の管理及び執行について適用される条例等を制定し、

又は改廃した場合においては、直ちに、当該条例等を伊奈町に通知しなけ

ればならない。  

３  伊奈町は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに当該条例等を

公表しなければならない。  

 （その他）  

第１０条  この規約に定めるもののほか、委託事務の管理及び執行に関し必

要な事項は、上尾市長と伊奈町長が協議して定めるものとする。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この規約は、令和５年４月１日から施行する。  

 （条例等の公表）  

２  伊奈町長は、この規約の施行の際現に委託事務の管理及び執行について

適用される条例等が存在するときは、当該条例等が伊奈町に適用される旨

及び当該条例等を公表するものとする。  

 （委託事務の廃止の場合の措置）  

３  委託事務の全部又は一部を廃止する場合においては、当該委託事務の管
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理及び執行に係る収支は、廃止の日をもってこれを打ち切り、上尾市長が

これを決算する。この場合において、決算に伴って生ずる剰余金の処分は、

上尾市長と伊奈町長が協議して定めるものとする。  
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議案第７３号  

   上尾市・伊奈町消防通信指令事務協議会の廃止に関する協議について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の６の規定により、令

和５年３月３１日をもって上尾市・伊奈町消防通信指令事務協議会を協議に

より廃止することについて、同条においてその例によることとされた同法第

２５２条の２の２第３項本文の規定により、議会の議決を求める。  

  令和４年８月３０日提出  

上尾市長   畠  山   稔      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

令和５年３月３１日をもって上尾市・伊奈町消防通信指令事務協議会を

協議により廃止したいので、地方自治法第２５２条の６においてその例に

よることとされた同法第２５２条の２の２第３項本文の規定により、この

案を提出する。  
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議案第７４号  

   市道路線の認定について  

 下記のとおり路線を認定することについて、議決を求める。  

  令和４年８月３０日提出  

                  上尾市長   畠  山   稔  

                 記  

路線認定調書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

  上尾都市計画事業大谷北部第四土地区画整理事業の完了に伴い、路線の

再編成を行うため、新設路線を市道路線として認定したいので、道路法第

８条第２項の規定により、この案を提出する。  

路 線 名 起     点  終      点  

重 要  

な 経  

過 地  

２１９０６号線  
上尾市今泉四丁目４番

地先  

上尾市今泉四丁目２番

地先  
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議案第７５号  

   市道路線の廃止について  

 下記のとおり路線を廃止することについて、議決を求める。  

  令和４年８月３０日提出  

                  上尾市長   畠  山   稔  

                 記  

路線廃止調書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

  上尾都市計画事業大谷北部第四土地区画整理事業の完了に伴い、路線の

再編成を行うため、市道路線を廃止したいので、道路法第１０条第３項に

おいて準用する同法第８条第２項の規定により、この案を提出する。  

路 線 名 起     点  終      点  

重 要  

な 経  

過 地  

２０５９６号線  
上尾市大字今泉字稲荷

前２５５番地先  

上尾市大字川字台辻２

８９番地先    
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議案第７６号  

   教育委員会委員の任命について  

 上尾市教育委員会委員に下記の者を任命することについて、同意を求める。  

  令和４年８月３０日提出  

                  上尾市長   畠  山   稔  

 記  

 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

  小  池  智  司  

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

教育委員会委員小池智司氏の任期は、令和４年９月３０日で満了となる

が、同氏を再び任命することについて同意を得たいので、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第４条第２項の規定により、この案を提出する。  
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